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第一部 【企業情報】
第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第98期
第２四半期
累計期間

第99期
第２四半期
累計期間

第98期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成24年４月１日
至平成24年９月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 89,196 82,679 166,791

経常損失（百万円） 3,416 10,175 11,193

四半期(当期)純損失（百万円） 3,350 10,074 14,273

持分法を適用した場合の投資利益
（百万円）

― ― ―

資本金（百万円） 30,894 30,894 30,894

発行済株式総数（株） 155,064,249155,064,249155,064,249

純資産額（百万円） 230,865 209,270 220,637

総資産額（百万円） 314,906 289,410 309,498

１株当たり四半期（当期）純損失金額
（円）

22.49 67.62 95.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額（円）

― ― ―

１株当たり配当額（円） 3.00 2.00 5.00

自己資本比率(％) 73.3 72.3 71.3

営業活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

5,810 △3,363 8,942

投資活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△10,598 8,150 △12,527

財務活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

4,553 △297 4,106

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円）

29,250 34,678 30,148

　

回次
第98期
第２四半期
会計期間

第99期
第２四半期
会計期間

会計期間
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

自平成24年７月１日
至平成24年９月30日

１株当たり四半期純損失金額（円） 24.22 27.25

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載していない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していない。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容について、重要な変更はない。
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第２ 【事業の状況】
１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

当第２四半期会計期間の資産合計は、主として有形固定資産の減少等により、前事業年度比で20,088百万円減少し、

289,410百万円となった。負債合計は、前事業年度比で8,721百万円減少し、80,139百万円となった。純資産合計は、利益

剰余金が減少した結果、前事業年度比で11,366百万円減少し、209,270百万円となった。

　

(2) 経営成績

当第２四半期累計期間の売上高は、82,679百万円（前年同期実績89,196百万円）となった。一方売上原価は、85,514

百万円（前年同期実績85,530百万円）となった。販売費及び一般管理費は、7,647百万円（前年同期実績6,962百万

円）であり、これらにより営業損失として10,482百万円（前年同期実績3,296百万円）を計上した。営業外収益は、受

取配当金が156百万円となったこと等により617百万円（前年同期実績345百万円）となり、営業外費用は、売上割引が

137百万円となったこと等により310百万円（前年同期実績466百万円）となった。以上から、経常損失は10,175百万円

（前年同期実績3,416百万円）となった。特別利益は426百万円であり、特別損失は、固定資産除却損314百万円を計上

したことにより314百万円（前年同期実績193百万円）となった。これに、法人税、住民税及び事業税10百万円を計上し

た結果、四半期純損失は10,074百万円（前年同期実績3,350百万円）となった。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、34,678百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動の結果使用した資金は、3,363百万円（前年同期実績5,810百万円の収入）

となった。これは主として減価償却費が8,347百万円であったものの、税引前四半期純損失が10,063百万円であったこ

とと、仕入債務の減少額が6,832百万円であったこと等によるものである。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動の結果得られた資金は、8,150百万円（前年同期実績10,598百万円の支

出）となった。これは主として有価証券の売却による収入が20,000百万円となったためである。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動の結果使用した資金は、297百万円（前年同期実績4,553百万円の収入）と

なった。これは主として配当金の支払額が297百万円となったためである。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はない。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、69百万円である。なお、当第２四半期累計期間において、当

社の研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 603,000,000

計 603,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 155,064,249 155,064,249
東京証券取引所
（市場第一部）

（注）

計 155,064,249 155,064,249 ― ―

(注)  株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であり、単元株式数は100株である。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

― 155,064,249 ― 30,894 ― 28,844
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

合同会社ＴＯＳ 東京都新宿区市谷船河原町18 18,400 11.87

公益財団法人池谷科学技術振興財
団

東京都千代田区霞が関三丁目７番１号 13,000 8.38

ステート  ストリート  バンク  
アンド  トラスト  カンパニー
（常任代理人  香港上海銀行東京
支店）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A.
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

8,348 5.38

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,254 3.39

池谷  とし子 東京都新宿区 4,621 2.98

池谷  正成 東京都新宿区 4,592 2.96

池谷  義弘 東京都港区 4,571 2.95

ドイチェ　バンク　アーゲー　ロンド
ン　ピービー　ノントリティー　クラ
イアンツ　６１３
（常任代理人　ドイツ証券株式会
社）

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT AM
MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY
（東京都千代田区永田町二丁目11番１号　
山王パークタワー）

3,447 2.22

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（投信口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,359 2.17

宜本興産株式会社 北九州市八幡西区光貞台三丁目11番４号 3,280 2.12

計 ― 68,875 44.42

(注)  上記のほか、自己株式が6,088千株ある。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式     6,088,600
―

株主としての権利内容に
制限のない、標準となる
株式

完全議決権株式(その他) 普通株式   148,925,000 1,489,250 同上

単元未満株式 普通株式 50,649 ― 同上

発行済株式総数 155,064,249 ― ―

総株主の議決権 ― 1,489,250 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権の数10個)含

まれている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式19株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京製鐵株式会社

東京都千代田区霞が関三
丁目７番１号霞が関東急
ビル

6,088,600 ― 6,088,600 3.9

計 ― 6,088,600 ― 6,088,600 3.9

　

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63号)

に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成24年７月１日から平成24年９

月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がないので、四半期連結財務諸表を作成していない。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,148 5,678

受取手形及び売掛金 21,973 17,969

有価証券 37,000 34,000

商品及び製品 13,710 12,997

原材料及び貯蔵品 10,870 8,263

その他 557 891

貸倒引当金 △22 △18

流動資産合計 92,238 79,781

固定資産

有形固定資産

建物 33,235 32,529

機械及び装置 119,495 113,721

土地 33,351 33,348

建設仮勘定 3,100 3,992

その他 18,197 17,818

有形固定資産合計 207,380 201,411

無形固定資産 1,053 949

投資その他の資産 ※１
 8,826

※１
 7,267

固定資産合計 217,260 209,628

資産合計 309,498 289,410
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 30,457

※２
 23,618

1年内返済予定の長期借入金 9,000 9,000

未払金 3,037 3,280

未払費用 10,043 9,103

未払法人税等 77 64

賞与引当金 340 346

その他 ※２
 819

※２
 190

流動負債合計 53,775 45,603

固定負債

長期借入金 26,000 26,000

退職給付引当金 4,207 4,221

役員退職慰労引当金 213 －

その他 4,664 4,315

固定負債合計 35,085 34,536

負債合計 88,861 80,139

純資産の部

株主資本

資本金 30,894 30,894

資本剰余金 28,844 28,844

利益剰余金 163,183 152,810

自己株式 △6,463 △6,463

株主資本合計 216,458 206,086

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,178 3,184

評価・換算差額等合計 4,178 3,184

純資産合計 220,637 209,270

負債純資産合計 309,498 289,410
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(平成23年４月１日から
 平成23年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成24年４月１日から
 平成24年９月30日まで)

売上高 89,196 82,679

売上原価 85,530 85,514

売上総利益又は売上総損失（△） 3,665 △2,835

販売費及び一般管理費 ※１
 6,962

※１
 7,647

営業損失（△） △3,296 △10,482

営業外収益

受取利息 36 27

受取配当金 145 156

為替差益 － 99

その他 164 334

営業外収益合計 345 617

営業外費用

支払利息 76 81

売上割引 164 137

為替差損 168 －

その他 56 91

営業外費用合計 466 310

経常損失（△） △3,416 △10,175

特別利益

固定資産売却益 － 426

特別利益合計 － 426

特別損失

固定資産除却損 156 314

災害による損失 ※２
 37 －

特別損失合計 193 314

税引前四半期純損失（△） △3,610 △10,063

法人税、住民税及び事業税 12 10

法人税等還付税額 △271 －

法人税等合計 △259 10

四半期純損失（△） △3,350 △10,074
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(平成23年４月１日から
 平成23年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成24年４月１日から
 平成24年９月30日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △3,610 △10,063

減価償却費 8,102 8,347

退職給付引当金の増減額（△は減少） △33 13

賞与引当金の増減額（△は減少） 21 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △4

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △77 △213

受取利息及び受取配当金 △181 △183

支払利息 76 81

為替差損益（△は益） 215 △57

固定資産売却損益（△は益） － △426

固定資産除却損 156 314

災害損失 37 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,628 4,003

たな卸資産の増減額（△は増加） △967 3,320

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,212 △139

仕入債務の増減額（△は減少） 3,491 △6,832

未払費用の増減額（△は減少） 1,120 △573

前受金の増減額（△は減少） △11 △584

その他 △102 △24

小計 5,823 △3,016

利息及び配当金の受取額 177 201

利息の支払額 △84 △99

災害損失の支払額 △81 △93

生産停止に伴う損失の支払額 － △331

法人税等の支払額 △24 △24

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,810 △3,363

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △15,000 △10,000

有価証券の売却による収入 10,000 20,000

有形固定資産の取得による支出 △5,664 △2,290

有形固定資産の売却による収入 － 440

貸付金の回収による収入 17 8

その他 47 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,598 8,150

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 5,000 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △446 △297

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,553 △297

現金及び現金同等物に係る換算差額 △228 41

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △463 4,530

現金及び現金同等物の期首残高 29,713 30,148

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 29,250

※
 34,678
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

投資その他の資産 0百万円 0百万円

　

※２  四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会

計期間末残高に含まれている。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

支払手形 467百万円 444百万円

設備関係支払手形 2 1

　

(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

　
前第２四半期累計期間
(平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで)

運賃諸掛 5,906百万円 6,547百万円

貸倒引当金繰入額 3 △4

役員退職慰労引当金繰入額 21 8

給料諸手当 285 309

賞与引当金繰入額 24 23

退職給付費用 40 49

　

※２  東日本大震災による災害復旧費用等である。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

る。

　
前第２四半期累計期間
(平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで)

現金及び預金勘定 7,250百万円 5,678百万円

有価証券勘定（譲渡性預金） 37,000 34,000

預入期間が３か月を超える譲渡性
預金

△15,000 △5,000

現金及び現金同等物 29,250 34,678

　

EDINET提出書類

東京製鐵株式会社(E01261)

四半期報告書

12/16



　
(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 446 3.0平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるも

の

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月18日
取締役会

普通株式 446 3.0平成23年９月30日 平成23年11月29日 利益剰余金

　
Ⅱ　当第２四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 297 2.0平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるも

の

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月18日
取締役会

普通株式 297 2.0平成24年９月30日 平成24年11月29日 利益剰余金

　
(セグメント情報等)

前第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成24年４月１日か

ら平成24年９月30日まで)

【セグメント情報】

当社は、鉄鋼事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第２四半期累計期間
(平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで)

１株当たり四半期純損失金額 22円49銭 67円62銭

  (算定上の基礎) 　 　

  四半期純損失金額（百万円） 3,350 10,074

  普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

  普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 3,350 10,074

  普通株式の期中平均株式数（株） 148,976,467 148,975,838

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していない。
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(重要な後発事象)

　平成24年10月15日、当社田原工場において火災が発生し、酸洗設備の一部が焼損した。操業再開時期は未定であるた

め、本件に関わる総損害額は、現時点では確定していない。

　

２ 【その他】

平成24年10月18日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

（イ）配当金の総額……………………………………297百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………２円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成24年11月29日

（注） 平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。

　

EDINET提出書類

東京製鐵株式会社(E01261)

四半期報告書

15/16



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月12日

東京製鐵株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    落合　　操    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    春山  直輝    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京
製鐵株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第99期事業年度の第２四半期会計期間(平成

24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日
まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計
算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東京製鐵株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態
並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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